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Ⅰ．２０１４年度 第２四半期（累計）

決算概要

Ⅱ．２０１４年度 連結決算予想
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第２四半期（累計） 決算概要

第２四半期（累計）連結業績は、『増収・減益』
・売上構成の変化や粗利率が低下したことにより、営業利益は前期比減少

（単位：億円）
２０１４年度
２Ｑ累計実績

２０１３年度
２Ｑ累計実績 前 期 比

売 上 高 １,５２４ １,４７５ １０３％

営 業 利 益 ４４ ２.９% ５４ ３.７% ８２％

経 常 利 益 ４５ ３.０% ５５ ３.７% ８２％

四半期純利益 ２６ １.７% ３３ ２.２% ８０％

２０１４年度
期初予想

期 初
予想差

１,５６０ △３６

６５ ４.２% △２１

６５ ４.２% △２０

３９ ２.５% △１３
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第２四半期（累計） 部門別売上実績

（単位：億円） ２０１４年度
２Ｑ累計実績

２０１３年度
２Ｑ累計実績

前期比

戸建 ５８９ ６１７ ９６％

集合 ２４１ １８３ １３２％

住宅部材 ８９ １０３ ８６％

新築請負計 ９１９ ９０３ １０２％

分譲土地・建物 ２０６ ２３４ ８８％

マンション ４２ １０ ４０３％

街づくり計 ２４８ ２４４ １０２％

増改築 ２０７ １９７ １０５％

不動産流通 １３７ １２４ １１０％

ストック計 ３４４ ３２１ １０７％

計 １,５１１ １,４６８ １０３％

海 外 １３ ７ １７９％

合 計 １,５２４ １,４７５ １０３％

４つの〔新築請負、街づくり、ストック、海外〕事業分野各々で前期比増収
・新築請負では、集合が好調に推移し、戸建の売上減をカバー
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第２四半期（累計） 営業利益増減分析〔前期比〕

（単位：億円）

営業利益
５４

【利益率３.７％】

増 販 益
売上構成他

＋３
粗利変動

△２１

営業利益
４４

【利益率２.９％】

△１０

２０１３年度
（２Ｑ累計実績）

２０１４年度
（２Ｑ累計実績）

販管費増加
±０

調達他合理化
資材価格上昇

＋８

契約粗利の低下（△5億円）や商品構成変化、工事コストアップ等（△16億円）

もあり、増収及び合理化するも利益は前期比減少
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第２四半期（累計） 営業利益増減分析〔期初予想比〕

（単位：億円）

営業利益
６５

【利益率４.２％】

営業利益
４４

【利益率２.９％】

△２１

調達他合理化
資材価格上昇

＋５

２０１４年度
（２Ｑ累計期初予想）

２０１４年度
（２Ｑ累計実績）

販管費合理化
＋１１

減 販 損
売上構成他

△２１

粗利変動
△１６

減販損に加え、契約粗利の低下（△3億円）や商品構成変化、工事コストアッ
プ等（△13億円）もあり、合理化の積み上げをするも、期初予想比△21億円

（単位：億円）
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第２四半期（累計） 部門別受注高・受注残高

（単位：億円）

２０１４年度２Ｑ累計受注高 ２０１４年９月末受注残高

金 額 前期比 前々期比
期 初
予想比

金 額 前期比 前々期比

戸建 ６２７ ８１％ ９７％ △２３ ９６７ ９４％ １１２％

集合 ２６５ ７３％ １４０％ △３５ ５８９ ９８％ １５９％

住宅部材 ９４ ７２％ １００％ △１６ １１３ ７９％ １０１％

新築請負計 ９８６ ７８％ １０６％ △７４ １,６６９ ９４％ １２４％

分譲土地・建物 １９０ ６５％ ８０％ △４０ １０３ ６８％ １０３％

マンション ６０ ７５％ ７５％ ＋３０ ６６ ５４％ １６１％

街づくり計 ２５０ ６７％ ７９％ △１０ １６９ ６２％ １２０％

増改築 ２０５ ９４％ １０７％ △３８ ５６ ７４％ １０６％

不動産流通 １３６ １１０％ １２３％ ＋９ － － －

ストック計 ３４１ １００％ １１３％ △２９ ５６ ７４％ １０６％

計 １,５７７ ７９％ １０２％ △１１３ １,８９４ ８９％ １２３％

海 外 ９ ７９％ ５２８％ － ３５ １９２％ ２３倍

合 計 １,５８６ ７９％ １０２％ － １,９２９ ９０％ １２５％

予想より市場環境が厳しかったこともあり、前期比79％（前々期比102％）
受注残高は前期比89％（前々期比123％） ※国内のみ
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Ⅰ．２０１４年度 第２四半期（累計）

決算概要

Ⅱ．２０１４年度 決算予想
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２０１４年度 決算予想

（単位：億円）
２０１４年度

予 想
２０１３年度

実 績 前 期 比

売 上 高 ３,３００ ３,２４５ １０２％

営 業 利 益 １４６ ４.４% １４２ ４.４% １０３％

経 常 利 益 １４９ ４.５% １４８ ４.６% １００％

当 期 純 利 益 ９０ ２.７% ８９ ２.８% １０１％

２０１４年度
期初予想

期 初
予想比

３,３３０ △３０

１６５ ５.０% △１９

１６５ ５.０% △１６

１００ ３.０% △１０

上期の業績を踏まえ、期初予想を修正
・下期は期初通りを見込み、通期で増収増益を目指す



２０１４年度 部門別売上予想

（単位：億円）
２０１４年度
上期実績

２０１４年度
下期予想

２０１４年度
通期予想 期 初

予想比
金 額 金 額 前期比 金 額 前期比

戸建 ５８９ ６３３ １００％ １,２２２ ９８％ △５４

集合 ２４１ ２９６ １２１％ ５３８ １２６％ ＋３６

住宅部材 ８９ ９７ ８１％ １８６ ８３％ △７

新築請負計 ９１９ １,０２６ １０３％ １,９４５ １０２％ △２５

分譲土地・建物 ２０６ ２６０ １０１％ ４６６ ９５％ △４

マンション ４２ ８１ ５５％ １２３ ７９％ ＋１３

街づくり計 ２４８ ３４１ ８５％ ５８９ ９１％ ＋９

増改築 ２０７ ２３９ １０５％ ４４６ １０５％ △１９

不動産流通 １３７ １４０ １０７％ ２７７ １０９％ ＋２２

ストック計 ３４４ ３７９ １０６％ ７２３ １０７％ ＋３

計 １,５１１ １,７４６ ９９％ ３,２５７ １０１％ △１３

海 外 １３ ３０ ３１１％ ４３ ２５５％ △１７

合 計 １,５２４ １,７７６ １００％ ３,３００ １０２％ △３０

10

新築請負は、戸建の売上減を集合でカバーし、前期比増収
マンションは、販売物件の減少により、下期前期比55％
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２０１４年度 下期営業利益増減予想〔前期比〕

営業利益
８８

【利益率５.０％】

営業利益
１０２

【利益率５.７％】

＋１４

２０１３年度
（下期実績）

２０１４年度
（下期予想）

販管費減少
＋１０

調達他合理化
資材価格上昇

＋１１
増 販 益
売上構成他

△１
粗利変動

△６

契約粗利の低下（△3億円）や商品構成変化、工事コストアップ等（△3億円）を
合理化推進、固定費等の削減によりカバーし、前下期比＋14億円

（単位：億円）
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２０１４年度 通期営業利益増減予想〔前期比〕

営業利益
１４２

【利益率４.４％】

営業利益
１４６

【利益率４.４％】

＋４

２０１３年度
（通期実績）

２０１４年度
（通期予想）

販管費減少
＋１０調達他合理化

資材価格上昇
＋１９

増 販 益
売上構成他

＋２
粗利変動

△２７

受注の契約粗利の低下（△8億円）と商品構成変化、工事コストアップ等（△19

億円）を、経営全般の合理化と資材価格上昇抑制でカバーする

（単位：億円）



２０１４年度 部門別受注予想

（単位：億円）
２０１４年度
上期実績

２０１４年度
下期予想

２０１４年度
通期予想 期 初

予想比
金 額 金 額 前期比 前々期比 金 額 前期比

戸建 ６２７ ６３０ １１９％ １０１％ １,２５７ ９６％ △５３

集合 ２６５ ３００ １４１％ １２１％ ５６５ ９８％ △３５

住宅部材 ９４ １０３ １２２％ ９３％ １９７ ９１％ △２３

新築請負計 ９８６ １,０３３ １２５％ １０５％ ２,０１９ ９６％ △１１１

分譲土地・建物 １９０ ２７０ １２０％ １１５％ ４６０ ８９％ △７０

マンション ６０ ６０ ８２％ ４１６％ １２０ ７９％ ＋２０

街づくり計 ２５０ ３３０ １１１％ １３３％ ５８０ ８７％ △５０

増改築 ２０５ ２４０ １１４％ １２２％ ４４５ １０４％ △４０

不動産流通 １３６ １４０ １０７％ １１９％ ２７６ １０９％ ＋２１

ストック計 ３４１ ３８０ １１２％ １２１％ ７２１ １０６％ △１９

計 １,５７７ １,７４３ １１９％ １１３％ ３,３２０ ９６％ △１８０

海 外 ９ １４１ ４７４％ ８５６％ １５０ ３６１％ ±０

合 計 １,５８６ １,８８４ １２６％ １２０％ ３,４７０ ９９％ △１８０

13

新築請負では、戸建は上期金額並み、集合は好調継続の伸長を見込む
分譲戸建および増改築の受注拡大を目指し、下期は前期比２桁アップ

（注）消費税率アップ［8→10%］に
よる影響は織り込んでおりません。
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(円) １株当たり当期純利益(Earnings per Share)

２０１１年度実績 ２０１２年度実績 ２０１３年度実績 ２０１４年度予想

配 当 額 １５円 １５円 ２０円
（内 記念配当５円）

２０円

配 当 性 向 ４１.２％ ３４.４％ ３７.６％ ３７.３％

２０１４年度 配当予想

当社の配当方針は『安定配当』を基本としており、年間配当は期初予想20
円から変更ありません。



第２四半期決算説明資料

２０１４年度（２０１５年３月期）

201４年度下期 取組みについて



1
スマートハウス

© PanaHome Corporation

【新築請負事業】

空気の質にこだわる
「ＨＥＰＡ（ヘパ）フィルター」標準搭載の
「新エコナビ搭載換気システム」

１０月新商品

パナソニックの「スマートＨＥＭＳ」で
“すまいのトータルマネジメント”を実施

“こだわりの空気質” の訴求で他社との差別化

（０．３μｍの粒子を
９９．９７％カット）

エコ・コルディスⅡ

業界初

ＰＭ
２.５



2
多層階住宅・併用住宅

© PanaHome Corporation

【新築請負事業】

業界初の６階建展示場（新宿）
２０１５／ＧＷオープン予定

ビューノプラザの拠点拡大で
地域密着型営業へ

◇ 川崎、大塚、中野に続き、
横浜、名古屋、大阪への展開検討

◇ ７階まで可能な業界最高レベルの
技術の訴求で、シェア拡大

ビューノプラザ 川崎

多層階のリーディングメーカーとして、ポジション確立



3
資産活用住宅

© PanaHome Corporation

【新築請負事業】

集合住宅と「サ高住」で、相続増税の需要刈取り

◇ 女性顧客のニーズを先取りした仕様・プランで営業活動を展開

“ラシーネ・テーマスタジオ”を千里情報館（本社）に開設（１１月ｵｰﾌﾟﾝ）

パナソニックコムハート(株)との連携強化

高齢者事業を、ﾊﾟﾅｿﾆｯｸGとして
展開するため、「エイジフリー」
と呼称統一し推進

（2018年度130ヶ所出店のうち
パナホームが50ヶ所を担当）

ラシーネ五条（京都市、１０月末完成）



4
スマートシティ【街づくり事業】

※ は下期販売開始

「藤沢サスティナブル・スマート・タウン」 モデルの全国展開



5
スマートマンション

“パークナード”ブランドの浸透とスマート化の推進

© PanaHome Corporation

「パークナード目黒」 （１２１戸）の着工、販売開始

スマートマンション評価制度
★★★★★

省ＣＯ２先導事業採択



6
リフォーム

© PanaHome Corporation

【ストック事業】

パナソニックショウルームからの紹介強化

リフォームを核としたストック事業の展開

マンション管理会社（合人社グループ）
との連携による名簿獲得の推進

◇ 汐留ショウルーム改装による
集客取込み

◇ 日本ハウジング管理顧客（約２２万戸）

の会報紙へチラシ封入、など



7
海外事業５００億円への取組み

© PanaHome Corporation

台 湾

ハイエンドゾーンからボリュームゾーンへ

ﾏﾚｰｼｱ

現地の風土・文化により
マッチした主戦場に対応
可能な仕様・構法で
リンクハウスへ展開

Luxury

Middle

High

Low

デベ
・個人

政府系
デベ

民間
デベ

セミＤ
（３０００－５０００））

フラット

ﾘﾝｸﾊｳｽ
（１0００－３５００）

ﾊﾞﾝｶﾞﾛｰ
（３５００～
１００００）

【階層】 【住居形態】
延床面積（sqf）

【顧客層】

コ
ン
ド

Ｓｔｅｐ．２

建築請負事業
・ 戸建新築
・ マンション
・ リノベーション

Ｓｔｅｐ．１

内装事業
・ リフォーム

●パナホーム
台湾レジデンス

●パナホーム台湾

収益性

事業リスク

Ｓｔｅｐ．３

デベロッパー事業

・ 都市再生事業
・ 大規模分譲
・ 複合型施設

マンション請負から

デベロップメント事業へ

ﾏﾚｰｼｱ、ｲﾝﾄﾞﾈｼｱに
試作棟建設予定
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(注) 本資料の計画や業績予想等の将来見通しは、現時点において

当社が合理的であると判断する一定の前提に基づくものです。

実際の業績は、当社を取り巻く経済情勢・需要動向等の変化、

金融情勢の変化、地価の大幅な変動等様々な要因により

予想数値とは大きく異なる可能性があります。


